
損 益 計 算 書
（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

（単位：百万円）

費 用 の 部 収 益 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

(経 常 費 用) 875¶129 (経 常 収 益) 875¶133

資金援助事業費 2¶872 保 険 料 収 入
金 銭 贈 与 633 保 険 料 606¶561

買 取 資 産 損 2¶221 資金援助事業収入 6

買取資産事務費 0 買 取 資 産 収 入 0

管理回収業務委託
費

18 買 取 資 産 益 6

預金等債権買取事
業費

1¶373
預金等債権買取事
業収入

1¶365

金融機関等更生事
業費

2
協定銀行事業収入 30¶519

過年度保険料払戻
金

13

協定銀行貸付金利
息収入

266

国 庫 納 付 金 23¶401

協定銀行納付金収
入

30¶253

一 般 管 理 費 5¶280
協定承継銀行負担
金収入

11

責任準備金繰入 609¶520 被管理金融機関等
負担金収入

6

貸倒引当金繰入 232¶664
金銭贈与返納金 3¶526(特 別 損 失) 4
貸倒引当金戻入 232¶628固定資産売却損 0
事 業 外 収 益 508固定資産除却損 3

合 計 875¶133 合 計 875¶133

危機対応勘定
貸 借 対 照 表
（平成25年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

(流 動 資 産) 141 (流 動 負 債) 444¶870

現 金 ・ 預 金 11 短 期 借 入 金 444¶700

有 価 証 券 129 未 払 金 2

未 収 収 益 0 未 払 費 用 168

未 収 金 0 (固 定 負 債)

(固 定 資 産) 711¶696 退職給与引当金 0

取 得 株 式 等 711¶696 (負 債 合 計) 444¶871

有 形 固 定 資 産 0 (剰 余 金)

建 物 0 利 益 剰 余 金 266¶967

工具・器具・備品 0 積 立 金 256¶642

当期未処分利益 10¶325

(純 資 産 合 計) 266¶967

資 産 合 計 711¶838 負債・純資産合計 711¶838

~ 各計数は、単位未満切捨て。
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〇重要な会計方針等
１．有価証券の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法によっている。
２．固定資産の減価償却方法

定額法を採用している。なお、減価償却累計額は次のとおりである。
資金援助事業資産 26百万円
有形固定資産 417百万円
また、主な耐用年数は次のとおりである。
建物 ８年～18年
その他 ３年～20年

３．引当金の計上基準
\ 貸倒引当金
破産、民事再生等法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の
状況にある債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除し、その残額を計上している。また、現在は経営破綻の状況にないが、今
後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち債務者の支払能力
を総合的に判断し必要と認める額を計上している。上記以外の債権については、過去の一定期
間における貸倒実績から算出した貸倒実績率に基づき計上している。

日本振興銀行向け貸付金元本残額については、平成24事業年度中に弁済を受けていないこと
から、平成23事業年度同様に貸付金元本残額の全額（引当率100％）226¶527百万円を計上して
いる。

] 退職給与引当金
役職員の退職金の支給に備えるため、期末要支給額を基準として計上している。

４．責任準備金の計上
預金保険法（昭和46年法律第34号）第41条により、一般勘定について、内閣府令・財務省令
で定めるところにより、毎事業年度末において、責任準備金を計算し、これを積み立てなけれ
ばならない。また、預金保険法施行規則（昭和46年大蔵省令第28号）第15条において、毎事業
年度累積して積み立てなければならない責任準備金の額は、当該事業年度における収益の額か
ら費用（責任準備金繰入を除く。）及び繰越欠損金の合計額を控除した金額に相当する金額とさ
れている。

５．その他財務諸表作成のための重要な事項
\ 消費税等の会計処理方法
税込方式によっている。

] その他
{ 預金保険法附則第７条の規定による協定銀行からの納付金について、協定銀行である整理
回収機構から、決算に基づく平成24年度分納付金納付申告書の提出を平成25年５月28日に受
けた。整理回収機構では、平成24事業年度で費用処理されているが、当機構では会計規程第
４条第２項の規定に基づき翌事業年度の収益となる。
これにより、翌事業年度の損益に与える影響額は、協定銀行納付金収入59¶724百万円（う

ち国庫納付金見込額は、15¶250百万円）の見込みである。
| 平成24年３月26日の第228回運営委員会における平成24事業年度の保険料率の決定に基づ
き保険料の返戻を行うことから、保険料返戻相当124¶595百万円を含む、預り金124¶615百万
円を計上している。
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